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１．問題の所在

欧州連合（EU）では、税制度を決定し、

課税を行う権限は、なお原則として加盟国が

これを保持している。そのため少なからぬ加

盟国は、自国内に外国企業（EU域内・域外

を問わず）を誘致することを目的として、さ

まざまな投資優遇税制を整備している。

税制が、企業立地の場所決定に少なからぬ

影響を与えることは言うまでもない。例えば、

最近オランダからデンマークへの投資が急増

していることが報告されているが、その理由

として、1999年の税法改正の結果、デンマー

クにおける持株会社設立が有利となり、オラ

ンダに存在していた持株会社をデンマークに

移動させた企業が少なくなかったことが指摘

されることは、その好例であろう。

昨年の本誌49号に掲載された諸論稿は、Ｅ

Ｕレベルで、加盟国の投資優遇税制に対して

どのような対応がなされているかを明らかに

している。残る問題は、それでは、各加盟国

はそのようなEUの対応に、どのように応じ

ようとしているかである。

筆者は、2001年12月に、イギリス・ベルギ

ー・ルクセンブルクの３カ国を訪問する機会

を与えられ、各加盟国の税制当局・欧州委員

会・法律事務所・会計事務所・投資誘致機

関・日系企業などにおいて、担当者とインタ

ビューを行い、合わせて各種の資料を収集し

た。本報告は、この調査の結果に基づくもの

である。具体的な加盟国レベルの対応を把握

することにより、今後のEUに進出しようと

する企業、また既に進出している企業の意思

決定に役立てば幸いである。なお、聞き取り

調査に基づく記述については、調査の性格上

不正確な部分があり得ることを予めご容赦頂

きたい。しかし、加盟国レベルに見られる全

体的な傾向は、本稿の記述により、相当程度
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明確になったものと思う。また、2002年３月

号には、筆者の講演録が掲載されているので、

あわせてご参照頂きたい。但し、タイトルの

「課税国税法」は、「加盟国税法」の誤記であ

る。ここにお詫びして訂正させて頂きたい。

２．投資優遇税制に対するEUによる
規制

投資優遇税制に対するEUの規制を本報告

の冒頭に確認しておく。優遇税制に対する規

制は、大別して、以下の２つの方向から行わ

れている。

第一は、いわゆる「税制パッケージ」であ

る（注１）。EUの蔵相理事会は、1997年12月に、

税に係わる、加盟国間の有害な競争に対抗す

ることを目的として、「税制パッケージ」の

枠組みについて合意した。パッケージは、３

つの要素から成り立っている。それらは（1）

企業活動の場所決定に実質的な影響を与える

優遇税制を対象とする「行動要綱（行動規範）

（Code of Conduct）」、（2）貯蓄から生じる利

子所得などに対する課税を扱う「利子課税指

令」、（3）国境を越えて支払われる関連会社

間の利子およびロイヤリティーへの源泉徴収

税の廃止を目指す「ロイヤリティー指令」で

ある。注意すべきことに、これら３つは一つ

のパッケージとして、一体のものとして扱わ

れている。欧州理事会は、2002年末までに、

これらの指令を実際に採択し、パッケージを

実施するよう理事会に求めている。

最近の議論は、「利子課税指令」案に集中

している傾向があるが、行動要綱に基づいて、

域内の競争を歪める投資優遇税制を排除する

過程は、パッケージに関する合意の直後に開

始されている。すなわち、要綱は、税制に関

する有害な競争を排除することを目的とし、

加盟国に有害な税制を新たに導入しないよう

に約束させ、さらに既存の税制を再検討する

よう求めている。そして行動要綱に基づき、

要綱に照らして加盟国税制を検討するため

に、専門家によって構成される「検討部会

（議長の名前をとって、「プリマロロ・グルー

プ」と呼ばれる）」が設置された。検討部会

は、理事会の下に設けられた作業グループで

あり、委員会もその活動を支援した。98年か

ら翌年にかけて、検討部会は、加盟国が実施

する、有害な優遇税制に該当する可能性のあ

る約200の優遇税制について、有害な税制に

該当するか否かを審査・検討した。同部会が、

有害性の判断について考慮する基準は、（1）

税に関する利益が、非居住者あるいは非居

住者との取引にのみ適用されるか否か、（2）

利益は国内市場から遮断されているか、（3）

利益は現実の経済活動ないし実質的な経済

的実体なしに認められるか、（4）多国籍企業

グループ内での活動に関して利益を決定す

る基準が、国際的基準、特にOECDにおい

て合意された原則から逸脱しているか否か、

（5）租税措置が透明性を欠いているか否かで

あった。

そして検討部会は、検討の結果を、1999年

11月に蔵相理事会に報告した。そこでは、加

盟国の66の措置について、有害であるとの判

断が示されている（注２）。この判断は、委員会

によっても支持されている。しかし、一部加

盟国の反対により、有害な租税措置は公式に
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（注１）須網隆夫「ＥＵの税制調和化についてー税制分野での構造改革（第２章）」『欧州におけるグローバル
経済化と構造改革の課題に関する調査研究』（国際貿易投資研究所・2001年）19－20頁; Commission,
Towards tax co-ordination in the European Union, A package to tackle harmful tax competition,
COM(97) 495 final（1 October 1997）.

（注２）European Taxation, September 2000, at 426-39; Report of the Code of Conduct group on business
taxation as sunmitted to the ECOFIN Council on 29 November 1999, para.11.



は特定されておらず（注３）、2002年末までに合

意することが予定されている。ところで行動

要綱は、理事会によって決議として採択され

ているが、政治的な文書であり、法的拘束力

を有するものではないことに注意を要する。

その意味では、加盟国は、他の加盟国からの

政治的批難を甘受すれば、要綱に従わずに、

有害な税制を維持することも可能である。

第二は、「国家援助（State Aids）規制」

（EC条約87条以下）である。国家援助規制と

は、加盟国が、事業者に、個別的に与える補

助金・税制上の優遇措置などの援助を規制す

るものであり、EU競争法の不可欠な一部を

構成している（注４）。加盟国が国内企業に援助

を与えることは、他加盟国企業との関連にお

いて、国内企業の競争上の地位を改善し、

EU域内の競争を歪めるものである。そのた

め、国家援助は、原則として禁止され、例外

的に認容される場合も、多くの場合は、個々

に委員会に届け出て、その認可を得る必要が

ある。詳細は、本誌49号の論稿に譲るが、こ

れまで国家援助規制を加盟国税制に対して適

用した例は、ほとんどなかったと思われる。

すなわち、国家援助規制は、特定企業に与え

られる補助金・その他の優遇措置には適用さ

れてきたが、より一般的な税制は、適用の理

論的可能性は肯定されてはいても、実際には、

その対象外であったと思われる。その意味で

は、委員会の政策について方向転換が行われ

たと言って良かろう。このことを示すのが、

1998年に出された「直接税に対する国家援助

禁止規定の適用に関する告示」であり（注５）、

行動要綱を前提に、租税優遇措置に対する委

員会考え方を包括的に示している。このよう

な委員会の政策変更の背景には、1990年代に

進んだEUをめぐる状況の変化がある。その

一つは、域内市場の完成である。1990年代前

半には、域内市場統合計画により、残存して

いた多くの非関税障壁が取り除かれた。その

ため、それ以前は認識されなかった優遇税制

の競争阻害効果がより強く認識されるように

なったと思われる。加えて、経済通貨同盟へ

の参加基準を達成するために、加盟国は財政

赤字の減少を迫られ、税収を確保する必要性

が強く認識されたことも影響している可能性

もある。いずれにせよ、委員会は、優遇税制

に対する国家援助規制の適用に積極的な態度

を示し、2001年12月の時点では、加盟国の15

の優遇措置に対して、調査が正式に開始され

ている。後述するように、今回の調査対象国

の措置の中にも調査が開始されているものが

少なくない。

国家援助規制については、行動要綱とは

法的意味が異なることを理解する必要があ

る。両者の究極の目的は共通しているが、

行動要綱が政治的な意味を持つに止まるの

に対して、国家援助規制は明確な法的規制

である。例えば、国家援助規制の場合には、

加盟国の行為が違法と判断されると、違法

な援助を受け取った企業は、国内法に従っ

た利得を付して、受け取った援助を加盟国

に返還しなければならない（注６）。このことが

投資した企業に大きな影響を及ぼすことは

言うまでもなく、その意味で国家援助規制

の適用は、行動要綱よりも深刻に受け止め

られざるを得ない。そして、「税制パッケー

ジ」を所管する委員会の「税制・関税総局」

は、国家援助を含む競争政策を所管する
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（注３）森真成「国家補助禁止規定と有害な租税競争（EU）」ユーロトレンド49号（2001年）11頁
（注４）須網隆夫「国家援助規制（第２章第２節）」長部重康・田中友義編著『統合ヨーロッパの焦点』（ジェ

トロ・1998年）47頁以下。
（注５）森・前掲（注３）11頁。
（注６）須網・前掲（注４）62頁。
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「競争総局」と緊密に連携しており、調査の

開始には、税制・関税総局の意向が反映して

いると見られる。委員会としては、適用可能

な場合は、国家援助規制を適用しながら、そ

れが無理な場合には政治的圧力に頼るという

使い分けをしながら、目的を達成しようとし

ているのであろう。

それでは、各加盟国の行動要綱・国家援助

規制に対する対応を、調査対象国三国につい

て概観しよう。

３．各加盟国の有害税制への対応

（1）英国の場合

①　英国本土

英国の場合には、英国本土と海外領土とを

区別して議論しなければならない。英国本土で

は、「産業振興地域（Enterprise Zones）」・

「北アイルランドの中小企業」・「映画産業」・

「加速償却のための特別スキーム」などが、

検討部会の検討対象に挙げられていた。しか

し検討部会は、結論としてそれらには有害性

を認めなかった。

例えば、「産業振興地域（Enterpr i se

Zones）」は、英国政府により10年の期限で指

定される地域であり、その地域の産業活性化

を目的に、商工業用建物に課される地方税の

免除と商工業用建物に係わる支出を、初年度

に100％減価償却が可能という恩典を進出企

業に与えるものである。産業振興地域は、検

討部会が、有害である可能性があるとして検

討対象とした税制には含まれていた。しかし、

検討部会の報告は、その有害性を認めなかっ

た。そのため、現時点では、これを廃止ない

し改正する動きは生じていない。

英国本土は、労使関係が柔軟であるなど、

一般的な投資環境自体が優れているために、

外国企業の誘致にそれほど苦労していない。

そのため、政府も投資優遇税制をそれほど重

視していない印象がある。むしろ英国には、

行動要綱によって、他の加盟国の優遇税制が

廃止される結果、英国の立場が相対的に有利

なるとの意見もある。例えば、ベルギーのコ

ーディネーションセンターが廃止されれば、

英国本土に本社を置く企業は増加するであろ

うと認識されている。その意味では、行動要

綱は、英国には利益をもたらすものである。

②　海外領土

英国の優遇税制は、本土よりもジブラル

タルおよび海外領土に顕著である。海外領

土は、独自の立法権を有し、租制主権を保

持している。そのため、本土の税法をその

まま採用している場合もあるが、他方独自

の税制を整備していることもある。そして、

これらの地域では、投資勧誘のために税制

の果たす役割は大きく、ジブラルタルを始

め、ジャージー諸島は、OECDにより国際

通商を損なう「タックス・ヘブン」である

と認定されている。これらの地域の優遇税

制は、多くの金融会社によって利用されて

おり、在英国の日本企業の中にもこれを利

用しているものがある。特にジブラルタル

には、「ジブラルタル1992年会社」を始め、

保険会社の利用を想定したさまざまな優遇

税制があり、EUにおける重要なオフ・ショ

アの金融センターとなっている。

そして、これらの優遇税制には、検討部会

により、有害であると判断されたものが少な

くない。例えば、検討部会は、ジブラルタル

について「ジブラルタル1992年会社」・「限定的

なオフショア会社ルール（Qualifying（offshore）

Companies and Captive Insurance）」・「課税

免除オフショア会社ルール（Exempt（offshore）

Companies and Captive Insurance）」の有害

性を認定し、その他ヴァージン諸島・マン

島・ジャージー諸島などについても、多くの

税制が有害であると認定している。さらに委

員会は、2001年７月に、ジブラルタルの「限

定的なオフショア会社ルール」と「課税免除

オフショア会社ルール」に対して、国家援助



規制違反を理由とする正式な調査手続の開始

を決定した（注７）。前者は、２％から18％の弾

力的な税率を適用するものであり、後者は、

利益に対する課税を免除するものである。こ

れらの調査に対して、英国政府は、少なくと

も当面は、現行制度を維持する意向である。

しかし、前述のように国家援助規制の適用に

抵抗することは容易ではなく、他の加盟国の

動向によっては、変更に応じるであろうと予

測されている。但し、英国政府は、必ずしも

その意思を海外領土に強制できない点に問題

が残る。

以上のような事情により、行動要綱に対

する英国の態度は、複雑なものとならざる

を得ない。

（2）ベルギーの場合

ベルギーは伝統的に外国資本の誘致に積極

的であり、多様な優遇税制が整備されている。

ベルギーの一般的な投資環境は、隣国のオラ

ンダと大差がなく、企業は、進出先の決定に

あたって、両国の税制を比較する傾向にある。

このため、ベルギーは、自国の税制を構想す

る際に、常にオランダの税制、特に優遇税制

を意識せざるを得ない状況にある。

検討部会の報告により有害と認定された税

制は、「コーディネーション・センター」、

「ディストリビューション・センター」、「サ

ービス・センター」など５つの措置であった。

特に、「コーディネーション・センター」は、

最も有名で、広く利用されている制度であり、

多国籍企業がグループ企業の統括を目的とす

る本社機能をベルギーに置いた場合に、さま

ざまな税制上の恩典を与える制度である。優

遇措置の内容としては、第一に、法人税の減

免がある。課税所得は、センターの利益をも

とに算出されるのではなく、センターの運営

経費から一定の経費を控除したものに、さら

に一定のパーセンテージを掛けたものを課税

所得とする「コスト・プラス方式」が採用さ

れている。このことは、センターは、グルー

プ企業に提供したサービスの対価として受取

った所得に対する課税を実質的に回避できる

ことを意味する（注８）。多国籍企業グループに

とって、グループ企業の利益を圧縮できるこ

とによる減税効果とともに、センターに大き

な資金を事実上無税で蓄積できるために、

EU域内・域外を問わず、多くの多国籍企業

がこの制度を利用して、ベルギーに統括会社

を設け、雇用の創出にも大きく貢献してきた

のである。しかるに委員会は、2001年７月に、

センターが国家援助規制に違反することを理

由に、違法状態を解消させるために適当な措

置を取るようベルギー政府に提案し（注９）、さ

らに同年11月に正式調査を開始した。

しかしベルギー政府は、このような状況下

においても、制度を可能な限り維持しようと

している。すなわち政府は、現行制度の適用

を2005年まで継続することを明確にしてい

る。センターの認可が2005年以前に期間満了

する場合については、公式には何も表明され

ていないが、政府はさらに10年間の期限で延

長を認めるだろうと観測されている。この場

合には、行動要綱と矛盾することになるが、

政府は、優遇税制から、有害な特徴を除去す

ることだけを約束したものであり、制度自体

の廃止を約束したわけではないと理解してい

る。むしろ2002年中に「税制パッケージ」に

ついて合意が得られなければ（委員会は、合

意が得られると考えている）、行動要綱は凍
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（注７）森・前掲（注３）13頁。
（注８） 須網隆夫「日本企業のＥＵ域内への投資と税務―ベルギーの投資優遇税制を中心にー」明治学院大学

法学部立法研究会編『日本をめぐる国際租税環境』（信山社・1997年）52頁以下。
（注９）森・前掲（注３）13頁。



結される可能性があると見ている。このよう

に行動要綱自体には同意しながらも、政府は、

現行制度の廃止を考えてはいないのである。

ベルギーを多国籍企業グループの本社所在地

として良好な環境に整備していく方針は、

1950年代以降一貫した政府の方針であり、こ

れが変化するとは考えにくい。たしかに行動

要綱との関係では、このような対応は法的に

は可能である。しかし、調査手続が開始され

ている国家援助規制との関係ではどうだろう

か。同規制は強制力を持つので、行動要綱の

ように無視はできないはずである。しかしベ

ルギー政府は、委員会の調査を争う姿勢を明

確にしている。注意すべきことは、政府は、

国家援助規制の適用を争う十分な理由がある

と考えていることである。その理由とは、コ

ーデイネーション・センターについては、

1980年代以降、委員会がその適法性を２度に

渡って承認していることである。このため、

他の加盟国の優遇税制とは事情が異なり、委

員会の主張には弱点があるとベルギー政府は

考えている。そのような事情を考慮すれば、

仮にセンターが違法と判断されたとしても、

その効果は将来に対して禁止できるだけであ

り、企業が過去に受取った利益の返還を要求

されるはずはないと政府は考えており、この

ことが、委員会に対して強硬な態度に出られ

る一因でもあろう。但し、政府は柔軟な対応

も用意している。前述の昨年７月の委員会提

案以降、新しい立法を策定するための作業グ

ループが任命され、2002年には法案がまとま

る予定であり、政府はこれを基に委員会と議

論する用意がある。もし、委員会が新法案に

納得すれば、それに沿った立法が2002年中に

なされるであろう。いずれにせよ新法も現在

と同等の利益を企業に与えるものとなろう。

コーディネーション・センター以外の他の

センターは、税負担についての予測可能性に

は資するが、それ自体により無税の資金を作

り出すものではない。すなわち、「ディスト

リビューション・センター」には、通常の法

人税が課され、センターと他の会社との間の

移転価格は適正なものでなければならない。

但し、センターの課税所得が営業費用の５％

を下回らない限りは、グループ会社間の取引

価格は適正と認められる。また、「サービ

ス・センター」は、人件費以外の費用につい

てコスト・プラス方式を採用しているが、委

員会は、コスト・プラス方式を採用する場合

には、すべての費用を対象にしなければなら

ないとの立場を取っているので、政府は、そ

の部分だけを修正する予定である。もっとも、

後述のように一般的な「タックス・ルーリン

グ」の制度を導入した場合には、サービス・

センター、ディストリビューション・センタ

ーの必要性はなくなり、ルーリング制度によ

って置き換えられることになろう。

（3）ルクセンブルクの場合

ルクセンブルクも、ベルギーと同様に、外

国企業の誘致に熱心な国であり、行動要綱と

の関連で有害性が問題にされた措置の他に

も、相当数の優遇税制が存在している。

前述の検討部会報告では、ルクセンブルク

に関しては、「コーディネーション・センタ

ー」・「1929年持株会社」・「ルクセンブル

ク金融会社」・「再保険に関する変動準備

金」・「金融支店」が有害な措置であると認

定されている。そして委員会は、2001年７月

に、「コーディネーション・センター」と

「金融会社」の両者に対して、国家援助違反

を理由に、正式に調査手続きの開始を決定し

た（注10）。

ルクセンブルク政府の対応は、対象とされ

た制度によって異なる。まず、ルクセンブル

ク政府は、「コーディネーションセンター」
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と「ルクセンブルク金融会社」については、

調査開始以前に既に廃止している。そのため、

調査開始の正当性が疑問視されている。前者

は、多国籍に活動するルクセンブルク居住会

社に、事案ごとにルーリングを与える制度で

あり、センターの課税利益は、コスト・プラ

ス方式によって算定される。後者は、やはり

多国籍企業グループの一員である金融会社

に、事案ごとに特別な扱いを認める制度であ

る。金融会社は、通常の税金を利益に課され

るが、貸出し債権額の0.25％が認められる最

低の利益であり、これはさらに0.125％に減

額される余地もある。また、他国で徴収され

た源泉税は、利益から控除できる。

これに対して、他の制度については、必ず

しも廃止が決定しているわけではない。すな

わち、「金融支店」は、ルクセンブルク外の

支店による活動が主であるルクセンブルク会

社が、本店と海外支店間における利益の配分

について税務当局から確認を得る制度であ

る。租税条約を締結しているスイスとの関係

で問題が生じ、単純に廃止を決定できない。

また「持株会社」は、他の会社の株式取得と

取得した株式の管理を目的とする持株会社を

優遇する制度であり、行政実務として、特定

形態の持株会社には特別の規則が適用され

る。特に金融持株会社に対しては、自己の現

金資金（キャッシュフロー）を柔軟に運用す

ることが認められており、関連会社への資金

供給が可能である。そして、持株会社の税負

担は少なく、払込資本金の１％の「資本寄付

税（capital contribution tax）」と0.2％の「申

込み税（subscription duty）」の支払いだけが

求められ､法人税を含むその他の税は課され

ていない。持株会社は、ルクセンブルクにお

ける優遇税制の代表的なものであり、銀行部

門で1400を越える会社がこれを利用してお

り、もしこの制度を維持することができなく

なれば、特に銀行部門に対する影響は計り知

れない。持株会社制度について、現時点では

廃止するか修正するか、政府の方針は決定し

ていない。しかし、そのような深刻な影響を

考慮すると、これが簡単に廃止されるとは思

えず、他加盟国のコーディネーション・セン

ターが廃止されない限り、部分的な修正は考

えられるにせよ、制度自体は存続する可能性

が大きいだろう。政府は、持株会社は、ＥＣ

条約の締結以前から存在している制度であ

り、国家援助規制との関係でも正当化できる

と考えている。また仮に違法とされても、ベ

ルギーのコーディネーション・センターの場

合と同様に、これまでの利得の返還を求めら

れることはなかろう。

なお、検討部会における検討･審査の対象

となりながら、最終的には有害とは認定され

なかった諸制度があるが、それらの措置につ

いては、政府は、当面は維持する意向である。

４．投資優遇税制の将来

以上のような加盟国レベルでの状況を踏ま

えると、EU内の投資優遇税制の将来は、ど

のようなものになるのであろうか。

（1）税に関する競争の継続

外国企業による投資は、加盟国各国の経済

にとって、程度の差こそあれ、重要な位置を

占めている。そして行動要綱は、企業の投資

先の決定に影響を及ぼす有害な税制を排除す

ることを求めているが、そのことは税に関す

る公正な競争まで全面的に排除することを意

味していない。そのため各国は、他の加盟国

との関係において、企業にとって自国の税環

境をより魅力的なものとするように、引き

続き税制についての競争を継続すると考え

られる。

そして実際にも、各国は、現在も企業に対

する税環境の整備に熱心である。例えば、英

国では、2000年に英国版連結納税制度である

「グループ・リリーフ」の適用対象企業が拡

大され、外国企業にとって、より利用しやす
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いものとなった。また、地域レベルでも、各

地域は、投資に対するインセンティブを競い

合っている。日本からの対英直接投資は増加

傾向にあるが、例えば、イングランド中部の

ヨークシャー・ハンバー地域には、現在、製

造拠点と販社・流通拠点を合わせて、43社の

日系企業が進出している。そして、同地域内

には、「産業振興地域」などさまざまな援助

地域が指定されており、EUでも最高レベル

の財政面での支援が可能と紹介されている。

同地域内に指定された産業振興地域は、1995

年に指定されているので2005年まで利用可能

である。さらに援助地域に指定された地域で

は、「地域別選別援助補助金」が利用可能で

あり、適格と認められたプロジェクトには、

当初３年間の事業計画における投下資本と雇

用創出数に基づいて算定される補助金が支払

われる。ちなみに同補助金は、検討部会の検

討対象とはなっていない。ヨークシャー・ハ

ンバー地域は、産業インフラとしては、他地

域と大きな差はなく、投資先として特色を出

すことが容易ではなかった。そこで大きな役

割を果たしたのが、これらの投資優遇税制で

あり、地域別選別援助による最高レベルの補

助金が受けられる「Tier1」の地域では、資

本支出額50万ポンドを超える適格投資プロジ

ェクトに対して、さまざまな措置を利用する

ことより（注11）、投資額の概ね15ないし30％の

補助金を得ることが可能と説明されているの

である。

（2）有害税制の将来

各国の優遇税制が、将来、全面的に廃止さ

れるわけではないことは明らかである。それ

では、検討部会により、有害と認定された優

遇税制については、どうであろうか。それら

の将来も、必ずしも明確ではない。

有害税制の改革は、主として政治的手段に

より進められるため、時間がかかる。しかし

委員会は、行動要綱に法的拘束力がないこと

を前提にしながらも、EU内において有害税

制の廃止が、部分的にせよ前進すれば、現在

廃止に反対している加盟国も、その立場を維

持し続けることは困難だろうと比較的楽観し

ている。すなわち、域内で相当数の加盟国に

おいてある程度の前進があると、他の加盟国

もそれに追随するのは、EUではよく見られ

るプロセスであり、行動要綱は、政治的合意

ではあるが、全ての加盟国が政治的にせよ約

束したことの意義を過小評価すべきではない

と考えているのである。行動要綱は、立法で

はないが、その採択のためには多くの時間と

労力が既に投下されており、その意味は小さ

くないというのである。OECDでも同様の議

論が平行して進んでいることも、このような

見方を補強する。有害税制のうち多くの措置

が、国家援助の対象となることも考慮すべき

要素であろう。

しかし他方では、多くの加盟国は有害税制

の改革に消極的であり、行動要綱に基づく改

革は、実際には進展しないだろうとの観測が

ある。前述したベルギー・ルクセンブルクの

対応を見る限り、たしかに加盟国は、有害性

の認定にも係わらず、自国経済にとって重要

な優遇税制については、可能な限り維持しよ

うとしており、そのために妥協の道を模索す

ることになるであろう。繰り返しになるが、

行動要綱は、優遇税制それ自体の廃止を目的

としているわけではなく、競争に対する有害

性を除去することを目的としている。その意

味では、加盟国が、有害性を除去するために、

制度を部分的に修正し、制度自体は存続させ

ようとするのは、当然予測される対応と言う

事ができよう。
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５．企業に係わる税制の将来

もっとも、行動要綱が合意された結果、優

遇税制の利用が、従来と比べて不自由になっ

たことは間違いない。このため加盟国は、優

遇税制とともに、行動要綱の対象外の措置に

よって、外国投資を勧誘しようとする。それ

が、企業税制一般の改革である。企業に対し

て、一般的に適用される税制は、行動要綱の

対象ではない。このため幾つかの加盟国は、

一般的な税制自体を企業にとって有利な方向

に改正し、他の加盟国よりも好ましい税環境

を整備して、企業を誘致しようとしている。

その第一は、法人税率の引き下げである。

優遇税制とともに、投資先の決定にあたって、

法人税率が重要な要素となることは、容易に

推測できるところであり、今回の日系企業へ

の調査結果もそれを裏付けていた。最近の加

盟国の法人税率を比較すると、30％台に設定

している国が多い。すなわち、ベルギーの法

人税率は、基本的に39％（但し、所得により

過重され、軽減税率がある）であり、フラン

スは33.33％、デンマークは30％、フィンラ

ンド28％、オーストリア34％、ギリシャ

37.5％、オランダ35％、ポルトガル32％、ス

ペイン30％（他に地方商工会議所付加税

1.5％）、イタリア36％、ルクセンブルク30％

（この他、始業保険掛け金１％、地方事業税

9.09％で、総合実効税率39.09％）などである

（2001年８月現在）。これに対して、アイルラ

ンドは、現在20％の税率を2002年度に16％、

2003年度に12.5％と段階的に引き下げる予定

である。その結果、同国の法人税率は、他の

加盟国よりも著しく有利となる（注12）。またル

クセンブルクも、法人税率を引き下げる予定

であり、2001年末に法案が採択された。これ

によると、2001年度に30％であった税率は、

2002年度は22％に引き下げられ、法人税以外

の住民税・事業税などの企業の負う税負担

も、やはり引き下げの方向にある。そして、

委員会は、税率については、原則として加盟

国の権限であると考えている。このような委

員会の立場には批判もある。1992年に税制改

革を提言した「ルディング委員会」のメンバ

ーであったカトリックルーヴァン大学（ベル

ギー）のVanistendael教授は、競争に対する

効果の点では同じであるから、加盟国の定め

る税率の引き下げ競争に制限が無いのはおか

しいと委員会の対応を批判している。もっと

も委員会も税率についてまったく無関心であ

るわけではなく、アイルランドのような著し

く低い法人税率については、行動要綱の観点

から検討している。著しく低い税率を公正と

捉えるか、不公正と捉えるかについては、加

盟国間においても議論が分かれており、委員

会は、公正なレベルがどこまでかを研究して

いるが、なお結論は出ていない（注13）。

第二に、税負担の大きさとともに重要であ

るのが、税の予測可能性であり、その意味で

は、税務当局が自らの判断を事前に示す「タ

ックス・ルーリング」が大きな役割を果たす。

例えば、オランダにおいて「タックス・ルー

リング」が広く行われていることは有名であ

るが、ルクセンブルクでも、税法の適用・解

釈を予め確認するためにルーリングが頻繁に

活用されており、企業に高く評価されている。

このため、ベルギーも、税環境整備の一環と

して、一般的な「タックス・ルーリング」の

制度を導入することを検討している。ベル

ギー政府も、ルーリングは、納税者の法的
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な保障にとって重要であると考えているので

ある。

６．最後に

（1）優遇税制の限界

優遇税制は、投資場所の決定にあたって無

視できない要素ではあるが、なお多くの要素

の一つであることを理解すべきであり、その

意味では、有害税制の影響・効果を過度に重

視することには疑問がある。例えば、労働力

の質、資金調達に影響する金融インフラ、言

語、一般的な法制度、市場に関する情報入手

の容易さなど、産業ごとに、さまざまな要因

を総合的に考慮することによって、投資先が

決定される。特に、日本企業の場合には、労

使関係の良好さを重視する傾向がある。

しかし、これらのインフラが同じである場

合には、税制上の差は、決定的な要素となり

かねない。実際にも、投資優遇税制は、投資

先について一定の絞込みがなされた後に、考

慮される傾向がある。また、投資プロジェク

トに必要な資金が若干不足するというような

状況の場合にも、優遇税制は効果的である。

このように優遇税制の効果が場面により異な

ることは、その有害性を判断する際にも考慮

されるべきであろう。

なお、優遇税制の効果を判断するには、そ

の税制の安定性についても考慮すべきであ

る。頻繁に法改正が行われる場合は、現時点

での利益が将来も得られるとは限らないから

である。

（2）日本企業と優遇税制

欧米企業に比して、日本企業は、一般に優

遇税制に対する感受性が低いように思われ

る。そのような印象は、特に複雑な構造を持

った税制について妥当する。例えば、欧米の

多国籍企業は、ベルギーのコーディネーショ

ン・センターを活発に利用してきた。しかし

日本企業は、これをあまり利用せず、むしろ

制度の使いにくさを指摘することが少なくな

かった。しかし、今回の調査では、欧州に広

く子会社を展開している日本企業の中に、セ

ンターを極めてうまく利用しているものがあ

ることが判明した。そこでは、オランダの金

融会社を利用して資金を調達し、その資金を

コーディネーション・センターを介して、各

子会社に供給していた。その企業に特徴的な

ことは、制度の利用が、現地人スタッフのイ

ニシアチブの下に行われていることである。

このことは、センターの不人気の原因が、制

度自体にではなく、その制度を理解し、活用

するスタッフの側にあった可能性を示唆して

いる。日本国内では、精緻な優遇税制はほと

んど存在しない。そのために、日本国内では

その種の税制の利用に不可欠なノウハウが十

分に蓄積されにくく、日本人スタッフだけで

は、制度に十分対応できないのではないかと

懸念されるのである。

なお、末筆ながら、本調査に多大のご協力

を頂いた、ジェトロ・ロンドン事務所、同ブ

リュッセル事務所の方々に、この場を借りて、

厚く御礼申し上げる次第である。
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